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社会資本整備総合交付金（地域公共交通再構築事業）について
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〇地域の多様な関係者のMaaS等のデジタルを活用した「共創」（連携・協働）に係る取組について支援を実施。

交通DX（MaaSの実装に向けた基盤整備）
●キャッシュレス決済の導入支援（ICカードやQRコード・タッチ決済、顔認証等）

キャッシュレスによるシームレスな移動の実現により、決済データ蓄積によるサービスの高度化を可能にするとともに、交通
分野における人手不足などの課題解決を図る。（クラウド型キャッシュレス決済システムの導入について支援重点化）

●データ化の支援（GTFSによるバス情報標準化、混雑情報提供システム）
地域内・広域でのデータ連携を実現するため、デジタル化が進んでいない
中小事業者等の底上げとして、DXによる経営やサービスの効率化、高度化を図る。 QR読取機能付き改札機 バス情報標準化

〇「デジタル田園都市国家構想実現会議」のもとに設置された「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」における議論を踏まえ、地域交通
の活性化と社会的課題解決を一体的に推進するため、 MaaS等のデジタルを活用しつつ、持続可能な公共交通の実現を目指す。

共創・MaaSプロジェクト

背景・必要性

新しいモビリティの導入支援（AIオンデマンド交通
やグリーンスローモビリティ、シェアサイクル、電
動キックボード等）

マイナンバーカード活用型交通サービス導入支援

新モビリティサービス事業計画策定支援

日本版MaaS推進・支援事業

MaaSを活用した広域連携・他分野連携の取組みを支援し、
交通事業者間や他分野事業者間の「共創」を推進する。

令和５年度補正予算額 279億円の内数

MaaSプラットフォーム

検索 予約 決済

サービス提供

宿泊施設 商業施設観光目的地 物流行政サービス 医療・福祉

AIオンデマンド交通 超小型モビリティ グリーンスローモビリティ

新たなモビリティによる移動環境の向上

サービス連携による移動の高付加価値化

移動関連データ等の分析・活用

公共交通乗降データ
シェアサイクル
利用データ

１つのサービスとして連携

シェアサイクル

日本版MaaSの推進に向けた施策について

令和６年度当初予算額 208億円の内数
/令和５年度補正予算額 279億円の内数



○ 公共交通事業者においてキャッシュレス決済（QRコード、交通系ICカード、非接触型クレジットカード決済、顔認証等）
に対応するための、所要の設備やシステムの導入を支援

○ 公共交通においてキャッシュレス決済の利用を可能とするシステム導入費及びシステム改修費
○ 公共交通においてキャッシュレス決済の利用を可能とする端末費（旅客施設又は車両内・船内に決済端末機器
（読み取り機等）を設置する費用）

地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

概要

補助対象事業者

○ 鉄道事業者、軌道経営者
○ 一般乗合旅客自動車運送事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者、
自家用有償旅客運送者並びにこれらの者に車両を貸与する者

○ 一般旅客定期航路事業を営む者及びこれらの者に船舶を貸与する者
○ 地方公共団体
○ 上記いずれかを構成員とする協議会

補助対象経費

補助率

○ 最大１／３ （ただし、クラウド型キャッシュレス決済の導入に要する経費については最大１／２）
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地域公共交通計画の実質化に向けたアップデートについて



地域公共交通計画の実質化に向けたアップデートについて（中間とりまとめ）



地域公共交通計画の実質化に向けたアップデートについて（中間とりまとめ）



地域公共交通計画の実質化に向けたアップデートについて（中間とりまとめ）
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地域公共交通の現状
下記を比較することにより把握できる
“地域公共交通がもたらす多面的な効果”という新たな判断基準

運賃収入のみでの運営は困難

地域公共交通の維持

公的補助金の財源確保の困難

分野別代替サービスへの切替

① 現在の運行に対し行政が負担している財政支出

② 地域公共交通が廃止した時に追加で発生する、
多様な行政部門でかかる分野別代替費用

or

クロスセクター効果の一例

医療×交通 介護×交通

教育×交通

高齢者の外出機会増加

高齢者の健康増進・就労機会増加

医療費・社会保障費の削減

社会全体としての費用負担の低下
住宅×交通

＃財政の改善

＃交通事故の減少

＃地域コミュニティの強化

＃まちのブランドイメージ向上

その他の多面的な外部効果

＃渋滞の緩和

＃雇用の拡大

＃災害時の避難手段の確保

＃産業や観光振興

＃医療や福祉の質の向上

＃環境配慮

各自治体で、地域公共交通のクロスセクター効果を定量的に算出・提示することで、
「地域公共交通の価値を見える化」することで、再構築を判断する際の「一つの手段」になります

クロスセクター効果

地域公共交通の運行費用

運賃収入 ① 財政支出

クロスセクター効果

＜②例＞通学・通院・買い物の為の送迎バスやタクシー券配布、駐車場整備、高齢者への交通安全教育、定住支援 等

② 分野別代替費用 ③ 波及効果

地域公共交通を廃止しても、行政コストが節減ではなく増加する可能性があります

＜③例＞マイカー通勤費用の企業負担、家族等の送迎負担の増加、歩数減少による医療費の増加 等

① 現在の運行に対し行政が負担している財政支出
② 地域公共交通が廃止した時に追加で発生する、
多様な行政部門でかかる分野別代替費用

③ 地域公共交通が仮に廃止されることにより、直接的ではない
ものの影響を受け損失が生じる項目（波及効果＝二次的損失）

＃定住促進

＃教育機会の増加

「地域公共交通の価値を見える化」する手段（クロスセクター効果）
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